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５ Summary

 Deputy of President : Satoshi Kageuchi,

Procurement Department, Japan Pension

Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71、27
 Nature and quantity of the services to be

required : Customer relationship manage‑

ment system application maintenance busi‑

ness etc. (From March, 2018 to May, 2019),

1set

 Performance period : From date of con‑

tract through 6 May, 2019

 Delivery place : Places designated by Ja‑

pan Pension Service

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

 It must be a person who doesnt corre‑

spond to the person and the bankrupt

who doesnt have the ability that the cor‑

responding contract concludes by not ob‑

taining rehabilitation.

 It is a person who disturbed the execu‑

tion of the duty as the person and the

staff who disturbed the fulfillment of the

person and the highest bidder who dis‑

turbed the execution of a person who did

the act of injustice for the compact pros‑

ecution and a fair competition of the con‑

tract, and it is ill‑founded and it person

who doesnt correspond to the person

who doesnt perform a contract.

 Have the Grade A, Grade B or Grade C

in Service in terms of the qualification

for participating in tenders by the Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in Kanto‑Koshinetsu Area in fis‑

cal years 2016, 2017, 2018

 Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Other persons who are qualified as pro‑

vided in the bidding instructions

 Time‑limit for Tender : 11 : 00 AM, 25

December, 2017

 Contact point for the notice : Naoki

Ohyama, Procurement Department, Japan

Pension Service, 524, Takaido‑nishi 3‑
chome, Suginami‑ku, Tokyo, 1688505, Ja‑
pan TEL 0353441100

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律第１条に規定する行政
機関の休日）を除く、午前９時から午後６時（電
子入札の場合）。又は、午前９時15分から午後６
時（紙入札の場合（下記４の担当部局の受付時
間））とする。ただし、申請期限等の最終日の受付
時間は、電子・紙入札ともに別表１のとおりとす
る。
平成 29 年 11 月２日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 津田 修一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 国道45号 平井賀大橋下部工工事
（電子入札対象案件）
 工事場所 岩手県下閉伊郡田野畑村菅窪～
田野畑村田野畑 地内
 工事内容
工事 橋台工 Ｎ＝２基、橋脚工 Ｎ＝４

基、盛土工 13000㎥、擁壁工
1700、排水構造物工 １式、仮設
工 １式

工事 地盤改良工 2300㎥、カルバート
工 Ｎ＝１基、付替道路工 １式、仮
設工 １式

 工期 契約締結日の翌日から
工事 平成31年11月29日まで
工事 平成31年６月28日まで
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
6000㎥、鉄筋 約700ｔ

 工事実施形態 本工事における工事実施形
態は下記のとおりとする。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価（Ｓ型））の適用工事
である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律に基づき、分別解体等及
び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施
が義務付けられた工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。
 本工事は、現場経験の少ない技術者の技
術力向上を図るため、主任技術者又は監理
技術者を専任で補助する技術者（以下「専
任補助者」という。）を配置することができ
る試行工事である。
 本工事は、「表層目視判定」、「コンクリー
ト施工状況把握チェックシート」を実施す
るコンクリート構造物品質確保対策の試行
工事である（なお、本工事で適用する検査
基準については、従来どおり共通仕様書に
基づくものである）。
 本工事は、契約締結後、労働者確保に要
する方策に変更が生じ、土木工事標準積算
基準書の金額相当では適正な工事の実施が
困難になった場合は、実績変更対象費の支
出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計
変更する試行工事である。
 本工事は、地域外（遠隔地）からの建設
資材等の調達に係る費用について、支払実
績により設計変更を実施する試行工事であ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 東北地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、東北地方整備局長
（以下「局長」という。）が別に定める手続に
基づく一般競争参加資格の再認定を受けてい
ること。）。
 東北地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定の際に客観的事項
（共通事項）について算定した点数（経営事
項評価点数）が、1200点以上であること（上
記の再認定を受けた者にあっては、当該再
認定の際に、経営事項評価点数が1200点以
上であること。）。

 本工事は、「土木請負工事工事費積算基
準」等により各種工種区分に従って対象額
ごとに求めた共通仮設費率（率分）及び現
場管理費率にそれぞれの補正係数を乗じる
対象工事である。
 本工事において主任技術者を配置する場
合、密接な関係のある二以上の工事を同一
の建設業者が近接した場所（相互の間隔が

10㎞程度）において施工するものについて
は、同一の専任の主任技術者がこれらの工
事を管理することができるものとする。
 本工事は、入札説明書に対する質問とし
て、土木工事標準積算基準書に定める局特
別調査単価（臨時調査）及び見積徴収結果
に基づく資材単価（以下、「特調単価」とい
う。）に関する情報の提供希望が寄せられた
場合、主たる資材について当該情報の提供
を行う試行工事である。ただし、提供を行
う情報は、質問回答期限内に特調単価がと
りまとまっているものに限る。
 本工事は、見積書の提出を求め、予定価
格作成の為の参考とする工事である。見積
採用にあたっては、見積（歩掛・材料単価・
機械経費（賃料等）等）を採用することと
し、労務単価については、公共工事設計労
務単価を採用する。また、採用した見積（歩
掛・材料単価・機械経費（賃料等）等）に
ついては、競争参加資格確認の通知をした
日に電子入札システムにより配布を行う。

 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたい者は、支出負担行
為担当官の承諾を得て紙入札方式に代えるこ
とができるものとする。
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